
議案第４号 

 

 

福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部改正について 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成３０年２月１３日提出 

 

福岡県後期高齢者医療広域連合 

広域連合長  井 上 澄 和 

 

理由 

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号）の一部改正により、個人情報の定義

及び個人情報の収集の制限の規定を改めるほか、所要の規定の整備を行う必要がある。こ

れが、この条例案を提出する理由である。 



福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部を改正

する条例 

福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例（平成１９年条例第２０

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等によ

り特定の個人を識別することができるもの (他の情報と照合することがで

き、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)

」を「次の各号のいずれかに該当するもの」に改め、同号に次のように加え

る。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若

しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式をいう。）で作られる記

録をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、

動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く

。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。）  

イ 個人識別符号が含まれるもの 

第２条中第８号を第１０号とし、第３号から第７号までを２号ずつ繰り下

げ、第２号の次に次の２号を加える。 

(3) 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５８号）第２条第３項に規定する個人識別符号をいう。 

(4) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他

の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして

規則で定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

 第４条第３項中「電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録(以下「電磁的記録」という。)」を

「電磁的記録」に改め、同条第４項中「次に掲げる事項に関する個人情報」

を「要配慮個人情報」に改め、同項各号を削る。 

第１０条第１項中第８号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号を第

７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

 (6) 記録情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

第１０条第２項第９号中「第２条第４号イ」を「第２条第６号イ」に改め

る。 

 第１４条第２号中「含む。)」の次に「若しくは個人識別符号が含まれるも



の」を加える。 

 第１５条第２項中「記述等」の次に「及び個人識別符号」を加える。 

 第４８条中「第２条第４号ア」を「第２条第６号ア」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例の一部改正） 

２ 福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例（平成１９年条例第１９号）

の一部を次のように改正する。 

  第７条第１項第１号中「であって」の次に「、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等（文書、図面若しくは電磁的記録に記載され、若

しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事

項をいう。次条第２項において同じ。）により」を加える。 

 



福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例・新旧対照表 

新 旧 

第１条 （略） 第１条 （略） 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 個人情報 個人に関する情報であっ

て、次の各号のいずれかに該当するもの

をいう。 

(2) 個人情報 個人に関する情報であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等により特定の個人を識

別することができるもの（他の情報と照

合することができ、それにより特定の個

人を識別することができることとなる

ものを含む。）をいう。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等（文書、図画若しくは

電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式をい

う。）で作られる記録をいう。以下同

じ。）に記載され、若しくは記録され、

又は音声、動作その他の方法を用いて

表された一切の事項（個人識別符号を

除く。）をいう。以下同じ。）により特

定の個人を識別することができるも

の（他の情報と照合することができ、

それにより特定の個人を識別するこ

とができることとなるものを含む。）  

 

イ 個人識別符号が含まれるもの  

(3) 個人識別符号 行政機関の保有する

個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５８号）第２条第３項に規定す

る個人識別符号をいう。 

 

(4) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、

社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪に

より害を被った事実その他本人に対す

る不当な差別、偏見その他の不利益が生

じないようにその取扱いに特に配慮を

要するものとして規則で定める記述等

が含まれる個人情報をいう。 

 

(5) （略） (3) （略） 

(6) （略） (4) （略） 

(7) （略） (5) （略） 

(8) （略） (6) （略） 

(9) （略） (7) （略） 

(10) （略） (8) （略） 



新 旧 

第３条 （略） 第３条 （略） 

（個人情報の収集の制限）  （個人情報の収集の制限） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 実施機関は、本人から直接書面（電磁的

記録を含む。）に記録された当該本人の個人

情報を取得するときは、次に掲げる場合を

除き、あらかじめ、本人に対し、その利用

目的を明示しなければならない。 

３ 実施機関は、本人から直接書面（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる

記録（以下「電磁的記録」という。）を含む。）

に記録された当該本人の個人情報を取得す

るときは、次に掲げる場合を除き、あらか

じめ、本人に対し、その利用目的を明示し

なければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

４ 実施機関は、要配慮個人情報の収集をし

てはならない。ただし、法令等に基づいて

収集するとき、及び第40条に規定する福岡

県後期高齢者医療広域連合情報公開・個人

情報保護審査会の意見を聴いた上で、個人

情報を取り扱う事務の目的を達成するため

に収集する必要があると実施機関が認める

ときは、この限りでない。 

４ 実施機関は、次に掲げる事項に関する個

人情報の収集をしてはならない。ただし、

法令等に基づいて収集するとき、及び第40

条に規定する福岡県後期高齢者医療広域連

合情報公開・個人情報保護審査会の意見を

聴いた上で、個人情報を取り扱う事務の目

的を達成するために収集する必要があると

実施機関が認めるときは、この限りでない。 

 (1) 思想、信条及び宗教 

 (2) 人種及び民族 

 (3) 犯罪歴 

 (4) 社会的差別の原因となる社会的身分 

第５条～第９条 （略） 第５条～第９条 （略） 

（個人情報ファイルの保有等に関する届

出） 

（個人情報ファイルの保有等に関する届

出） 

第10条 実施機関が個人情報ファイルを保有

しようとするときは、当該実施機関は、あ

らかじめ、広域連合長に対し、次に掲げる

事項を届け出なければならない。届け出た

事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

第10条 実施機関が個人情報ファイルを保有

しようとするときは、当該実施機関は、あ

らかじめ、広域連合長に対し、次に掲げる

事項を届け出なければならない。届け出た

事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 記録情報に要配慮個人情報が含まれ

るときは、その旨 

 

 (7) （略）  (6) （略） 

 (8) （略）  (7) （略） 

 (9) （略）  (8) （略） 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファ

イルについては、適用しない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファ

イルについては、適用しない。 

(1)～(8) （略） (1)～(8) （略） 

(9) 第２条第６号イに係る個人情報ファ

イル 

(9) 第２条第４号イに係る個人情報ファ

イル 

３ （略） ３ （略） 



新 旧 

第11条～第13条 （略） 第11条～第13条 （略） 

（保有個人情報の開示義務） （保有個人情報の開示義務） 

第14条 実施機関は、開示請求があったとき

は、開示請求に係る保有個人情報に次の各

号に掲げる情報（以下「不開示情報」とい

う。）のいずれかが含まれている場合を除

き、開示請求者に対し、当該保有個人情報

を開示しなければならない。 

第14条 実施機関は、開示請求があったとき

は、開示請求に係る保有個人情報に次の各

号に掲げる情報（以下「不開示情報」とい

う。）のいずれかが含まれている場合を除

き、開示請求者に対し、当該保有個人情報

を開示しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 開示請求者以外の個人に関する情報

（事業を営む個人の当該事業に関する

情報を除く。）であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より開示請求者以外の特定の個人を識

別することができるもの（他の情報と照

合することにより、開示請求者以外の特

定の個人を識別することができること

となるものを含む。）若しくは個人識別

符号が含まれるもの又は開示請求者以

外の特定の個人を識別することはでき

ないが、開示することにより、なお開示

請求者以外の個人の権利利益を害する

おそれがあるもの。ただし、次に掲げる

情報を除く。 

(2) 開示請求者以外の個人に関する情報

（事業を営む個人の当該事業に関する

情報を除く。）であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より開示請求者以外の特定の個人を識

別することができるもの（他の情報と照

合することにより、開示請求者以外の特

定の個人を識別することができること

となるものを含む。）又は開示請求者以

外の特定の個人を識別することはでき

ないが、開示することにより、なお開示

請求者以外の個人の権利利益を害する

おそれがあるもの。ただし、次に掲げる

情報を除く。 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

(3)～(6) （略） (3)～(6) （略） 

（部分開示） （部分開示） 

第15条 （略） 第15条 （略） 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第２

号の情報（開示請求者以外の特定の個人を

識別することができるものに限る。）が含ま

れている場合において、当該情報のうち、

氏名、生年月日その他の開示請求者以外の

特定の個人を識別することができることと

なる記述等及び個人識別符号の部分を除く

ことにより、開示しても、開示請求者以外

の個人の権利利益が害されるおそれがない

と認められるときは、当該部分を除いた部

分は、同号の情報に含まれないものとみな

して、前項の規定を適用する。 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第２

号の情報（開示請求者以外の特定の個人を

識別することができるものに限る。）が含ま

れている場合において、当該情報のうち、

氏名、生年月日その他の開示請求者以外の

特定の個人を識別することができることと

なる記述等の部分を除くことにより、開示

しても、開示請求者以外の個人の権利利益

が害されるおそれがないと認められるとき

は、当該部分を除いた部分は、同号の情報

に含まれないものとみなして、前項の規定

を適用する。 

第16条～第47条 （略） 第16条～第47条 （略） 

第48条 実施機関の職員若しくは職員であっ

た者又は第５条第４項の受託業務に従事し

ている者若しくは従事していた者が、正当

な理由がないのに、個人の秘密に属する事

項が記録された第２条第６号アに係る個人

情報ファイル（その全部又は一部を複製し、

第48条 実施機関の職員若しくは職員であっ

た者又は第５条第４項の受託業務に従事し

ている者若しくは従事していた者が、正当

な理由がないのに、個人の秘密に属する事

項が記録された第２条第４号アに係る個人

情報ファイル（その全部又は一部を複製し、



新 旧 

又は加工したものを含む。）を提供したとき

は、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金

に処する。 

又は加工したものを含む。）を提供したとき

は、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金

に処する。 

第49条～第51条 （略） 第49条～第51条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例・新旧対照表 

（附則第２項関係） 

新 旧 

第１条～第６条 （略） 第１条～第６条 （略） 

（公文書の開示義務） （公文書の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があったとき

は、開示請求に係る公文書に次の各号に掲

げる情報（以下「不開示情報」という。）の

いずれかが記録されている場合を除き、開

示請求者に対し、当該公文書を開示しなけ

ればならない。 

第７条 実施機関は、開示請求があったとき

は、開示請求に係る公文書に次の各号に掲

げる情報（以下「不開示情報」という。）の

いずれかが記録されている場合を除き、開

示請求者に対し、当該公文書を開示しなけ

ればならない。 

(1) 個人に関する情報（事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等（文書、図画若しくは電

磁的記録に記載され、若しくは記録さ

れ、又は音声、動作その他の方法を用い

て表された一切の事項をいう。次条第２

項において同じ。）により、特定の個人

を識別することができるもの（他の情報

と照合することにより、特定の個人を識

別することができることとなるものを

含む。）又は特定の個人を識別すること

はできないが、公にすることにより、な

お個人の権利利益を害するおそれがあ

るもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

(1) 個人に関する情報（事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することにより、

特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。）又は特定の個人

を識別することはできないが、公にする

ことにより、なお個人の権利利益を害す

るおそれがあるもの。ただし、次に掲げ

る情報を除く。 

ア～オ （略） ア～オ （略） 

(2)～(7) （略）  (2)～(7) （略）  

２ （略） ２ （略） 

第８条～第28条 （略） 第８条～第28条 （略） 

 


